
東海大学政治経済学部　教授　小林　隆

～ウィズコロナ・アフターコロナの地域活動～
デジタル社会の新しいカタチ
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小林 隆 （こばやし たかし）：慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科後期博士課程修了。博士（政策・メディア）。神奈川県大和市の職員として参加のまちづくりを
実践し、現在、東海大学政治経済学部政治学科教授。東海大学大学運営本部副本部長、同大学院法学研究科長・同法律学専攻長、英国カーディフ大学客員研究員、総務省
「ICTを活用した地域のあり方に関する研究会」委員、総務省「地域情報化アドバイザー」、神奈川県「総合計画審議会」委員などを歴任。著書に『情報社会と議会改革 
-ソーシャルネットが創る自治』（イマジン出版）、『インターネットで自治体改革 -市民にやさしい情報政策』（イマジン出版）、『ITがつくる全員参加社会』 （共
著、NTT出版）、『市民参加のまちづくり-マスタープランづくりの現場から-』（共著、学芸出版社）など。

本日のお話

１．最近、気づいていないことはなにか？ 

２．新宿区に暮らす人々の姿とwith & after コロナ 

３．地域活動のための情報とお金をどう共有するか？ 

４．デジタル社会の新しいカタチ
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最近、気づいていないことはなにか？

メディア
Understanding Media
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W.テレンス ゴードン 「マクルーハン」、筑摩書房 、2001年12月 
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人間の判断と情報メディア

・好ましい 
・満足する

経験・記憶

A

C F

E G
D H

情報・知識
・好ましくない 
・満足しない

確率的・仮説推量的判断

不確実性の低減

要因

結果

外部 
参照系

行動する

外部 
入力系

知る

気づく

参照する

標本空間 
（選択肢） B

メディアの役割

出所：筆者作成

報酬系

嫌悪系
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１）人々に、知る機会、気づく機会を提供する 

２）人々に、好ましく満足できる結果をもたらす情報を提供・蓄積する 

３）人々の不確実性を低減するための情報・知識を共有する 

メディアのデジタル化により、人々の知る機会、気づく機会を増やし、
情報の提供、蓄積、共有を円滑にすることで不確実性を低減する

メディアの役割とデジタル化
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新宿区に暮らす人々の姿

地域参加
Community Involvement 
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男女・年齢各歳別人口（人口ピラミッド）－新宿区・全国（2020年）図表4

年齢3区分別人口割合の23区比較（2020年）図表5

外国人人口と割合の上位市区町村（2020年）図表6

※  2020 年 10 月 1日現在の住民基本台帳による外国人人口は 36,357 人（総人口の 10.6％）で、2023 年 1月 1日現在の外国人
人口は 40,279 人（総人口の 11.6％）である。国勢調査の人口は日本人・外国人の別「不詳」が多いため、外国人人口は住民基
本台帳人口より大幅に少ない。

※黄色は23区、緑色は政令指定都市
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〇人口ピラミッド（図表 4）
・2020 年の男女・年齢各歳別人口の分布を全国との
比較でみると、新宿区は男女ともに 18歳までが非常
に少なく、20 代で極めて多くなっているのが特徴的
である。その形態は全国が釣鐘型であるのに対し、ツ
リー型になっている。
○年齢 3区分別人口割合の 23区比較（図表 5）
・2020 年の年少人口（0歳～ 14歳）の割合（9.2％）

は、台東区、中野区、豊島区に次いで 4番目に低い。
・生産年齢人口（15歳～ 64歳）の割合（70.8％）は、
中央区、豊島区、中野区に次いで 4番目に高い。
・高齢者人口（65 歳以上）の割合（20.0％）は、15
番目で、中央区、千代田区などに次いで 9番目に低い。
・生産年齢人口のうち若年人口（15歳～ 39歳）の割
合（36.2％）は、豊島区、中野区に次いで 3番目に高い。

○外国人人口と割合の上位市区町村
（図表 6）
・2020 年の外国人人口と、外国人
人口の総人口に占める割合を全国
市区町村で比較すると、新宿区の外
国人人口は大阪市、横浜市などの人
口規模の大きい政令指定都市に次
いで 12番目に多く、外国人割合は
外国人技能実習生・労働者が多く人
口規模の小さい長野県川上村など
の町村に次いで 8番目に高い。

順位 市区町村名 外国人人口 外国人割合
1 大阪市 121,586 4.5%
2 横浜市 88,067 2.4%
3 名古屋市 69,501 3.1%
4 京都市 39,386 2.8%
5 川崎市 38,482 2.6%
6 神戸市 33,009 2.3%
7 福岡市 31,904 2.1%
8 江戸川区 31,840 4.7%
9 川口市 31,592 5.4%
12 新宿区 27,216 8.4%
特別区部 403,171 4.2%
全国 2,402,460 1.9%

順位 市区町村名 外国人割合 外国人人口
1 長野県川上村 19.0% 825
2 群馬県大泉町 17.8% 7,392
3 長野県南牧村 14.0% 452
4 北海道占冠村 11.1% 145
5 豊島区 8.6% 25,573
6 埼玉県蕨市 8.5% 6,293
7 岐阜県美濃加茂市 8.4% 4,642
8 新宿区 8.4% 27,216
9 茨城県常総市 7.9% 4,755
10 荒川区 7.8% 16,814

1 港区 13.8%
2 中央区 13.7%
3 千代田区 13.5%
4 江東区 12.8%
20 新宿区 9.2%
21 豊島区 8.9%
22 中野区 8.9%
23 台東区 8.9%

特別区部 11.3%
全国 12.1%

1 中央区 71.7%
2 豊島区 71.3%
3 中野区 70.9%
4 新宿区 70.8%
5 渋谷区 70.6%
21 北区 65.0%
22 葛飾区 63.6%
23 足立区 63.3%

特別区部 67.2%
全国 59.2%

1 足立区 25.4%
2 葛飾区 24.9%
3 北区 24.7%
4 板橋区 23.7%
15 新宿区 20.0%
21 港区 16.9%
22 千代田区 16.4%
23 中央区 14.6%

特別区部 21.5%
全国 28.7%

1 豊島区 37.6%
2 中野区 37.0%
3 新宿区 36.2%
4 千代田区 34.1%
5 文京区 33.6%
21 江東区 29.4%
22 葛飾区 28.5%
23 足立区 28.3%

特別区部 31.9%
全国 25.5%

①年少人口（0～14歳） ②生産年齢人口（15～64歳） ③高齢者人口（65歳以上） （参考）若年人口（15～39歳）

出所：新宿区人口ビジョン　https://www.city.shinjuku.lg.jp/soshiki/joho01_001001.html

新宿区男女・各歳別人口（2020年国勢調査） 

持ち家35.7% 民営借家45.3%

行動の壁行動の壁
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出所：新宿区情報化戦略計画　https://www.city.shinjuku.lg.jp/soshiki/joho01_001001.html

新宿区公式ホームページの閲覧の有無 
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 ２ 情報化に対する区民の意識 

 

 

 １ 区公式ホームページの閲覧の有無 

 

 

 

■ 区公式ホームページの閲覧の有無について、「見たことがある」（４４.７％）が４割台半

ば近くになっている。一方、「見たことがない」（５４.２％）は５割台半ば近くとなって

いる。 

■ 性別でみると、「見たことがある」は女性（４５.７％）が４割台半ばと、男性（４３.３％）

を２.４ポイント上回っている。 

■ 年代別でみると、「見たことがある」は４０代（６７.９％）が６割台半ばを超え、最も

高くなっている。４０代以降は、年代が上がるにつれて割合が低くなる傾向がみられる。 

　　①見たことがある 　　②見たことがない 　　③無回答

①44.7

43.3

45.7

31.0

59.9

67.9

57.6

31.2

16.1

②54.2

55.0

53.5

69.0

39.4

31.5

41.7

68.8

80.0

③1.2

1.7

0.8
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0.6

0.7

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (851)

男性 (358)

女性 (492)
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30代 (142)

40代 (165)

50代 (151)

60代 (154)

70歳以上 (180)

n

メディアの壁
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■ 性別でみると、「区政情報を必要とする機会がなかった」は男性（５９.９％）が６割弱

と、女性（４７.１％）を１２.８ポイント上回っている。一方、「パソコン等の端末を持

っていない」は、女性（２９.３％）が３割弱で、男性（２１.８％）を７.５ポイント上回

っている。 

■ 年代別でみると、「区政情報を必要とする機会がなかった」は、１０代・２０代（８７.

５.％）が８割台半ばを超えと最も高く、次いで３０代（７８.６％）、４０代（７８.８％）

が８割近くと続いている。 

■ 「電話での問合せや新宿区くらしのガイド等の印刷物を利用している」では、７０歳以

上（５２.１％）が５割強と最も高くなっている。 

■ 「パソコン等の端末を持っていない」では、７０歳以上（４７.９％）が４割台半ばを超

え、最も高くなっている。 
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0.0
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47.9
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n

出所：新宿区情報化戦略計画　https://www.city.shinjuku.lg.jp/soshiki/joho01_001001.html

新宿区の情報へのアプローチ

メディアの壁
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新宿区に暮らす人々の with & after コロナ 

ウィズ・アフターコロナ
Social Impact after Infection with COVID-19

11
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【１．働き方】地域別のテレワーク実施率※（就業者）

10.3%

27.7%

21.5%

30.8%
32.2%

30.6%

17.8%

48.4%

42.8%

53.5%
55.2%

50.6%

8.1%

19.0%

14.0%

21.9%
23.5% 22.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2019年12月 2020年5月 2020年12月 2021年4-5月 2021年9-10月 2022年6月

全国 東京都23区 地方圏

※働き方に関する問に対し、「テレワーク（ほぼ100％）」、「テレワーク中心（50％以上）で定期的にテレワークを併用」、「出勤
中心（50％以上）で定期的にテレワークを併用」、「基本的に出勤だが不定期にテレワークを利用」のいずれかに回答した人の割合

出所：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」令和4年7月22日 

コロナ後、大都市の
働く世代は地域にい
る

コロナ前 コロナ後
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出所：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」令和4年7月22日 

【４．その他】地域社会への関心の変化等（全員）

29

16.3%

12.1%

12.1%

11.6%

6.3%

6.0%

5.8%

4.9%

0.7%

0% 5% 10% 15% 20%

町内会活動

こども関係(こども食堂など)

クラウドファンディング

寄付金・募金

障がい者への交流・支援活動

NPO団体への参加

高齢者施設への交流活動

PTAなどの学校関係

その他

8.1% 84.2% 7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高まった 変わらない 低くなった

地域社会への関心の変化

地域社会に関する活動のうち、関心があるもの

（回答者数/
回答対象者数）

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
60歳代
以上

町内会活動 8.9% 10.9% 13.2% 14.4% 29.7%

こども関係
（こども食堂など）

15.8% 15.8% 12.0% 8.3% 7.6%

クラウドファンディ
ング

16.4% 14.5% 12.4% 9.7% 7.0%

寄付金・募金 13.0% 9.0% 9.8% 10.4% 13.0%

障がい者への交流・
支援活動

6.2% 5.0% 5.9% 6.4% 7.2%

NPO団体への参加 9.5% 4.7% 3.9% 5.2% 5.2%

高齢者施設への交流
活動

5.1% 3.3% 3.4% 5.0% 10.2%

PTAなどの学校関係 5.6% 7.5% 8.4% 3.1% 1.0%

その他 0.5% 0.4% 0.6% 1.2% 1.0%

全てに興味はない 54.7% 58.3% 58.3% 59.9% 48.8%

＜年代別＞

※「全て興味はない」と回答した人の割合は、55.0％

関心の壁

共通の関心 
「お金」

13

出所：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」令和4年7月22日 

24.3%

13.9%

12.1%

10.1%

7.3%

6.4%

5.2%

40.6%

29.4%

30.9%

30.0%

25.5%

22.4%

19.3%

25.4%

33.4%

40.7%

42.4%

42.3%

49.2%

47.3%

3.9%

7.8%

6.4%

7.7%

12.4%

9.9%

13.6%

5.9%

15.5%

9.8%

9.8%

12.5%

12.1%

14.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

消費

（キャッシュレス決済、

オンラインショッピングなど）

働き方

（テレワークやペーパーレス化など）

教育

（オンライン端末での学習、

連絡手段のオンライン化など）

コミュニケーション

（ビデオ通話など）

行政

（オンライン申請など）

生活

（IoT家電やスマートスピーカーなど）

医療

（オンライン診療など）

進んでいる どちらかといえば進んでいる どちらともいえない どちらかといえば進んでいない 進んでいない

【４．その他】デジタル化の進展（全員）

30

※感染症拡大を契機として暮らしのデジタル化が進んだと思うか、それぞれの進捗についての考えを質問

14

出所：野村総合研究所マーケティングサイエンスコンサルティング部　松下 東子、林 裕之「日本人の価値観・消費行動はコロナ禍でどう
変化したのか」2022年1月14日 
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１）50代以下の年齢層と60代以上の年齢層との間で行動の壁が生じている 

２）50代以下の年齢層と60代以上の年齢層との間でメディアの壁も生じている 

３）コロナ後は、40代以下は子育てに、60代以上は町内会へと関心の壁はあるが
地域活動のためのお金の必要は共有している 

４）コロナ後は、消費、テレワーク、教育、コミュニケーションのデジタル化が
進展している 

メディアのデジタル化により、行動、メディア、関心の共有を図り、地域のお金を
共有する

新宿区に暮らす人々の姿とwith & after コロナ
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地域活動のための情報とお金をどう共有するか？

共有
Share
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出所：新宿区：https://www.youtube.com/watch?v=LE4Zq09OscQ&t=5s：4:10

新宿区広報番組「こんにちは新宿区長です！」第32回 
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出所：https://jmty.jp/tokyo

若中年層のフリマ・メディア

出所：https://jp.mercari.com/
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どちらのお金が地域の信頼づくりに役立つのか？

出所：http://atom-community.jp/
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Tapion 

出所：https://www.tapion.net/
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さるぼぼコイン 

出所：https://www.hidashin.co.jp/coin/

22

結ネット 

出所：https://www.cpu-net.co.jp/product/yui-net/

23

東日本大震災

出所：内閣府：https://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/h23/63/special_01.html
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https://www.tapion.net/


地域課題解決の新しいカタチ

出所：筆者作成「デジタル社会の課題解決プロセス」

 

③不確実性が高い

②情報・知識が少ない

⑦不確実性が低減される

⑧自分の興味と関心に従う（自律）

⑮複数の人や集団の協力を得る
（強制力、報酬、正当性による協調）

⑯協調的クラスターを形成する

⑤弱いつながりを増やす ⑥情報・知識が増える

⑩情報・知識を深める

⑰課題を解決する

⑪情報・知識を伝える

⑨同質的クラスターを形成する

⑫多様な同質的クラスターが増加する（分散）

⑬クラスター間で対立する⑭秩序を求める

④強いつながりを増やす

①課題が発生する

地域性

共同（協働）性

解決不可能（内部行動）

解決可能解決不可能
（外部行動）

不確実性低減サイクル
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地域参加とEBPMによる情報とお金の共有

地域参加とEBPM
Information and Budget Sharing through Community Involvement and EBPM
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出所：seattle.gov

シアトル市総合計画
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図４－１１　まちづくり局のページ（左）とネイバフッドプラン
（右） 

出所：http://www.seattle.gov
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表４－１　アドミラル地区の近隣計画の一部

（中略）

出所：Key Strategies of Admiral Residential Urban Village 
1998 Plan、pp.5-6より抜粋
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表４－３　コンプラン改定条項一覧表

出所：Seattle City Council “Proposed 2009 - 2010 Comprehensive Plan 
Amendments” p.2, February 23, 2010

EBPMによる精査の結果
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https://www.youtube.com/watch?v=-76irvQTYVA&feature=youtu.be:0:17
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Citizens’ Project DB

Source：the City of Seatle  Department of Neighborhoods
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https://www.youtube.com/watch?v=-76irvQTYVA&feature=youtu.be:


Governance in Seattle City

O
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１）地域内の情報とお金を共有することで住民相互の信頼を高める 

２）地域の情報とお金をデジタル化することで、行動、メディア、関
心の共有を図る 

３）自治体と地域社会の情報とお金をデジタル化することで、災害
時や不足する事業を補うために、地域内外、自治体内外の人々の参
加を容易にする 

情報とお金のデジタル化で、世代と地域を超えた 
新しい社会のカタチを創造する

デジタル社会の新しいカタチ
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デジタル化の成功は、情報とお金の共有で「信頼」を育むこと
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tk@takashikobayashi.com
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mailto:tk@takashikobayashi.com

